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はじめに 

 

これまで筆者は、今日のエンタープライズ IT 市場にける競争の焦点がエンタープライ

ズ IT サービスになっていること、このもとで同市場・産業における 2000 年代の企業再編

は要素技術の「統合」をめざす諸企業の戦略的対応によって引き起こされていること、IBM

がそうした戦略の先行的担い手であったことを明らかにしてきた（森原［2014a］；［2014b］；

［2012］）。本稿は、これを踏まえて 1990 年代半ば以降の IBM の経営再建プロセスを分析

し、こうした「統合化」が IBM の経営再建のカギとなる契機であったことを明らかにする

ことを課題とする。そのさい、「組織の再統合」と「異種的資源の内部統合化」の 2 つの側

面を具体的に分析する。 

森原［2014b］で整理しているように、Wintelism 型の産業構造への注目のもとで IBM に

たいする学術的な関心はほとんどなかった1)。夏目［1999］のような IBM の経営再建に注

目した少数の優れた貴重な例外的研究においても、再建の論理はこうした産業構造にたい

して IBM がいかに適応したか、という線で評価された。つまり、IBM の経営再建は、

Microsoft や Intel と同じような「分権化」にもとづくものであるとされていたのである。以

下ではまず、1990 年代以降に IBM に注目した研究を整理することで、問題の所在をあき

らかにしておく。 

垂直統合的で肥大化した組織構造こそ IBM が IT 産業の支配的地位から後退した原因で

あったということについて、まとまったかたちで論じているのは Waldman [1998] である。

Waldman は、こうした経営構造について、IBM が「本来持っていた、時代遅れかつ自己満

足的な経営構造」2)と呼び、その問題点を、①管理機構の肥大化による意思決定の遅延、②

PC が「家庭のおもちゃ」3)以上の役割を果たすようになったこと4)、③企業家精神の欠如、

                                                        
1) 単一の製品ないし要素技術市場の分析とのかかわりにおいて IBM に触れた研究はいくつか

存在する。PC 市場との関わりにおいて IBM に触れた研究に、佐藤［2003］および Wilson and 

Warren-Boulton [1995] がある。Wilson and Warren-Boulton [1995] は、1991～93 年の 386-486 プ

ロセッサ世代における、IBM 互換 PC (IBM-compatible personal computers) メーカーの競争戦略

について論じている。PC 市場の競争構造を理解するには、上流 (upstream) の MPU 市場と下

流 (downstream) PC 市場に分けたうえで、両者の関係を分析しなければならないとしている。 
2) Waldman [1998], p. 132. 
3) Waldman [1998], p. 142. 
4) すなわち、IBM が DOS の権利を放棄し（Ferguson and Morris [1993], p. 71）、CPU の供給も

Intel に委託したため、IBM-PC 互換機の普及とともに PC から得られる利益がいちじるしく減

少した、ということである。 



④分権化／脱中心化 (decentralization) への取りくみの鈍さ、⑤リース事業から販売事業へ

の転換の欠如、の 5 点にまとめている5)。 

管理機構の肥大化とそれを克服するための「分権化」の不徹底こそが IBM の本質的な問

題であるという以上のような認識は、1990 年代初頭においては、なかば「常識」化してい

た。たとえば、Burgess [1993]や Kehoe [1991] は、IBM を「鈍重な巨人 (lumbering giant)」

と呼び、その克服の必要性を説いた。さらに、Smith [1995] は、同社の「大きな鉄」と呼ば

れるメインフレームの生産と販売への依存、そのもとで社内における競合技術の成長を抑

制しようとする首脳陣の狭量で自己中心的な態度を批判し6)、こうした問題の核心は、「メ

インフレーム・メンタリティ (mainframe mentality)」にもとづく企業文化と「パーソナル・

コンピュータにもとづく文化 (the culture of the personal computer)」7)と対立しているとした。 

夏目［1999］の「寡占企業のネットワーク企業化」論は、基本的にこうした関心と同一

の問題意識をもったうえで、IBM の経営再建過程を「分権化」（=「寡占企業のネットワー

ク企業化」）にもとづくものと評価した。また、Langlois [2004] も、IBM が典型的なチャン

ドラー型企業群のなかで「ニューエコノミー」（つまり垂直特化型の産業構造）へ効果的に

移行した数少ない例外のひとつと評価するものの、その移行は徹底的な垂直分解 (vertical 

disintegration) と Microsoft や Intel のような専業化した競合企業の模倣によって成し遂げ

られたと評価している8)。 

「垂直分解」ないし「ネットワーク企業化」の裏返しの論理は特定の経営資源への「選

択と集中」にもとづく「専業企業化」である。たとえば、千谷［2005］は、「コンピューテ

ィングユーティリティサービス事業という新しい IT 事業のあり方に確信を持ち、ここに

経営資源を集中するという意思決定」を、中村［2006］は、顧客企業を囲い込みサード・

パーティを IBM のソリューション・サービスによって包含する「提供作品パッケージ

（offering package）」への経営資源の集中を重視し、従来のハードウェア主体の事業戦略か

らの脱却を説いた。 

本稿は、以上のような「肥大化した組織にたいする分権化の徹底」あるいは「低採算の

事業からの脱却と高採算の事業への集中」という見方を採らず、むしろ IBM の再建過程は

「過度な分権化の是正と組織の再統合の追求」および「社外諸資源の内部統合化の追求」

によって成し遂げられたのであり、垂直特化型の産業構造に「あらがった」きわめて主体

的で能動的なプロセスであったと考える。以下ではまず第 1 節で、1990 年代以降の IBM の

事業構造の再編とそのもとでのリストラクチャリング活動を概観し、既存研究を踏まえて

論点をあきらかにする。そのうえで第 2 節および第 3 節において、Gerstner が会長に就任

して以降の施策をふりかえる。第 2 節では Gerstner による「組織の再統合 (reintegrating 

organization)」が、第 3 節では「社外諸資源の内部統合化」が分析される。 

 

                                                        
5) IBM の後退過程をレビューした、山田［1993］も基本的に同様の論旨である。 
6) Smith [1995], pp. 80–82. 
7) Smith [1995], p. 85. 
8) Langlois [2004], p. 356 



まず、「特定業界で活動してきた IT サービス関連企業ないしコンサルタント企業の買収」

は、医療（2005 年の Healthlink：SIC7373、1996 年の The Wilkerson Group：SIC8742）、金融

（2006 年の Global Value Solutions：SIC7371、2009 年の RedPill Solutions：SIC7373）、石油・

化学（1998 年の Chem Systems Group：SIC8742）、生命保険・年金（2004 年の Liberty Insurance 

Services）、住宅（2009 年の Wilshire Credit Corp：SIC6163）が挙げられよう。繰り返し指摘

してきたように、1980 年代までの IBM はあくまで「ハードウェアの製造・販売をメイン

とする企業」であり、顧客の事業課題の解決は中核的な事業ではなかった。しかし、ソリ

ューション・サービスを提供する以上、特定業界に精通したコンピューティング能力が必

要となる。ここでの買収はこうした能力・資源の獲得が目的となっているのである。 

次に、「顧客企業の IT サービス子会社ないし顧客企業と合弁で設立したジョイント・ベ

ンチャーの買収」については、GE の子会社だった  GE Capital Technology Management 

Services の買収（1998 年、SIC6141）、デンマークの Danske Bank の子会社だった DM Data 

の買収（2004 年、SIC7379）、 Sears と合弁で設立したジョイント・ベンチャーの Advantis

の買収（1997 年）、 Kodak と合弁で設立したジョイント・ベンチャーの Technology Service 

Solutions （1997 年）買収が挙げられる。 

 

 

第 4 図 大規模 IT アウトソーシング契約の企業別内訳(1997 年第 4 四半期～2003 年第 4 四半期) 

 

IBM が顧客企業の IT サービス子会社（情報システム部門）を買収したり、ジョイント・

ベンチャーを顧客企業と結成したあとに買収したりしているのは、IT アウトソーシング・

サービス（BPO サービス）が顧客企業の属する業界や顧客企業に特殊な経営実践や慣行な

どの暗黙的な知識を吸収するためである。第 4 図に示されるように、IBM は IT アウトソ

ーシング市場における最大の企業であるが、IBM の競争優位のかなりの部分は、このよう

な知識吸収から得られているのである。 

                                                        

業員規模 5000 人弱の大規模なものだった（Commission of the European Communities [2001]）。 

　注： Bernstein Research 社のITアウトソーシングに関するデータベース（1000件以上）にもとづく集計。

　出所： Bourgeois, R. and Gabriele, R. A. [2004], IT Services: Brighter Cycle Can Alleviate Secular Shadows , Bernstein Research,
p. 15.

（単位：百万ドル）
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すなわち、Lacity and Willcocks [2001] の言うように、アウトソーシング契約においては、

顧客企業から IBM などの IT サービスのサプライヤーに（顧客企業に属する）従業員が異

動する。そして、このようなスタッフ異動は、スキル、顧客組織の技術や事業プロセスに

ついての暗黙知、顧客組織との継続的な関係・関与をもたらす。IT サービス企業は、各々

のグローバル産業（銀行、中央政府、等々）における専門的技能の広範なプールを活用す

る能力から莫大な利益を獲得しているのである91)。 

 

 

おわりに 

 

本稿の課題は 1990 年代の IBM の経営再建過程が「統合化」の線に沿った、とりわけ「組

織の再統合」と「社外諸資源の内部統合化」という線に沿った主体的なプロセスであった

ことをあきらかにすることであった。 

実は、専業モデルが注目を浴びていた 1990 年代初頭において、IBM は典型的な専業企

業だった「Sun Microsystems のようになる」戦略的選択肢も存在した。そして、本稿冒頭

で整理したように、多くの先行研究は垂直特化型の産業構造と垂直的競争の支配する IT 産

業においては、Sun のような専業モデルを取るほかない、と指摘していた。 

たとえば、Garud and Kumasawamy [1993] は、オープン・モジュラー型の製品アーキテク

チャの普及と垂直的競争の一般化によって、要素技術市場への参入が増大し価格競争が激

化する下でも、企業には超過利潤を獲得しつづけられる条件があると論じ、Sun の競争戦

略はまさにその条件を満たしていると評価していた。それは、オープン化されたスタンダ

ードを構築する「技術スポンサー」（プラットフォーム・リーダー）の地位に立ったうえで、

競合企業の追随を許さない技術革新を続けることである。 

しかし、本稿で明らかにしたように、Gerstner 体制下の IBM はそうした道は採用しなか

った。IBM の戦略がほぼ明確になった 1997 年に、Gerstner は Software Magazine 誌のイン

タビューにこたえて、こう語っている。 

 

「1993 年の春、会長に就任したとき、IBM は重大な意思決定を迫られていました。IBM
、、、

はニッチな企業の集まった緩やかな連合体になって、コンピュータ業界の細かい業種レ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

ベルで競争しようとするのか、それともひとつの
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

IBM
、、、

を維持して、われわれの製品、サ
、、、、、、、、、、、、、、、

ービスそして力量
、、、、、、、、

の奥深さや幅の広さを競争に勝つための武器に育てるつもりなのか、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

そのどちらを取るのか
、、、、、、、、、、

、ということです。率直に言って、この業界の顧客として IBM と

接した経験から、私は強い信念を持つようになりました。つまり、だれか、統合した仕

組みを考えるインテグレーターが必要になっているということです。すばらしいテクノ

ロジーを売り込むだけで終わってしまう人ではなく、そのすばらしいテクノロジーをビ

                                                        
91) Miozoo and Grimshaw [2011], p. 930. Miozoo らは、進化ケイパビリティ理論の組織学習モデ

ルにもとづいて、このような IT サービス企業の組織学習を「アウトソーシング＋スタッフ異

動モデル（Outsourcing plus Staff Transfer Model）」と呼んでいる。 



ジネスの課題を解決する統合化したソリューションとして顧客に提供する人が必要に

なっている、ということです（傍点筆者）」92)。 

 

「われわれの製品、サービスそして力量の奥深さや幅の広さを競争に勝つための武器に

育てる」こと。これが、本稿で明らかにした「組織の再統合化」と「社外諸資源の内部統

合化」であった。これは、専業モデルへの転換ではもちろんないし、一部の先行研究の指

摘するような「選択と集中」のプロセスでもない。なぜなら「選択と集中」は、過剰化し

た社内諸資源ないし低採算事業をリストラし、そこで蓄積した資源・資金を採算性の有望

な「高付加価値事業」に配分するプロセスを意味するが、Gerstner の採用した戦略の本質

は、リストラクチャリングというよりも、既存事業の規模と範囲の優位性を活かし（=組織

の再統合化）、それでも足りない諸資源は社外から吸収すること（=社外諸資源の内部統合

化）にあったからである。 

こうした戦略が、Microsoft や Intel、さらには Sun Microsystems のような専業モデル

（「Wintel モデル」）が支配的であった時代において採用されたことを踏まえると、IBM に

おける「統合化モデル」は、きわめて独自であると同時に特異であったと評価しうる。本

稿で検討した Gerstner 改革の事例は、産業のある一時点における支配的製品特性に規定さ

れた特殊な競争条件が諸企業の戦略を一方的に規定するのではなく、ある種の競争条件の

もとでも、ある種の企業はその競争条件にあらがって、別種の競争条件を創出する主体的

な側面があることを示唆するからである。 

 

  

                                                        
92) Software Magazine [1997], p. 42. 
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